山村広場指定管理者仕様書
第１　趣旨

この仕様書は、山村広場条例（平成18年久慈市条例第133号。以下「条例」という。）の定めるところにより、次の施設の指定管理者が行う業務内容及び業務実施に関し必要な事項を定める。

第２　対象施設の設置目的

林業者等の心身の健全な発達と労働環境改善を図る。
第３　対象施設概要
	区　　　　　分
	概　　　　　　　　　要

	名　　　　　称
	山村広場

	所　　在　　地
	　久慈市山形町荷軽部第３地割58番地２

	建　物　概　要
	竣工時期
	　平成４年３月13日

	
	構　　造
	　（グラウンド）

	
	延べ面積
	　31,492㎡

	
	敷地面積
	　31,492㎡

	
	施設内容
	グラウンド、トイレ


第４　指定期間(予定)

　令和６年４月１日から令和11年３月31日までとする。

第５　管理運営の基本事項

１　開場時間
広場　午前５時から午後９時まで

　　　サービス向上の観点から指定管理者から提案により変更することも可能
　２　休場日
年末年始　12月29日から翌年の１月３日まで

　　サービス向上の観点から指定管理者から提案により変更することも可能
３　法令等の順守
施設の管理運営にあたっては、この仕様書のほか、次の関連する法令等を遵守すること。
　　（１）地方自治法

　　（２）公の施設に係る指定管理者の指定の手続き等に関する条例
（平成18年久慈市条例第54号）
　　（３）暴力団排除条例（平成27年久慈市条例第20号）

　　（４）山村広場条例

　　（５）山村広場条例施行規則
４　業務実施の留意事項
（１）　公の施設であることを常に念頭において、市民の平等な利用が確保されるよう管理運営すること。
（２）　経理事務は、帳簿、会計処理書類を備え、正確かつ適正に処理すること。

（３）　現金及び預貯金等は、紛失及び不正行為が起きないよう適切に保管し、管理に細心の注意を払うこと。
（４）　経理関係書類は、会計年度終了後５年間保管すること。

（５）　指定管理者は、施設の設置目的及び業務の趣旨を十分に理解し、施設、設備、備品を善良なる注意義務をもって管理するとともに、施設の設置目的に従って、その効率的な運営を図るものとし、条例等の趣旨に沿った目的以外に使用させないこと。

（６）　指定管理者は、管理業務の実施にあたっては、条例によるほか、市の指示によって実施するものとする。
５　個人情報保護
指定管理者は、個人情報の保護に関する法令等のほか、協定書等の規定を遵守し、個人情報の取り扱いに十分に注意するとともに、個人情報の適切な管理のため必要な措置を講ずること。また、個人情報保護の体制をとり、職員に周知徹底を図ること。

６　守秘義務

指定管理者は、業務を行うにあたって知り得た内容を第三者に漏えいし、又は業務以外の目的のために使用しないこと。なお、指定期間終了後においても同様とする。
　７　情報公開

　　指定管理者が指定管理業務を行うにあたり作成し、又は取得した文書等で指定管理者が管理しているものの公開については、情報公開条例（平成18年久慈市条例第20号）に基づき、適正な情報公開に努めること。
８　賠償責任と保険の加入
（１）　施設の欠陥及び施設の管理業務遂行上の過失に起因して生じた損害賠償のみ、市で加入している「市民総合賠償補償保険」が摘要され、その補償金額は次のとおりです。

	身　体　賠　償
	財　物　賠　償

	１事故あたり支払限度額
	１名あたり支払限度額
	１事故あたり支払限度額

	15億円
	１億５千万円
	２千万円


（２）　当保険の対象外となる、労働災害及び損害賠償等については、指定管理者において、別途保険に加入するなどの措置を講ずること。

第６　業務の従事者及び体制

１　指定管理者は、業務履行について、業務管理者を置くこととし、その職務は次のとおりとすること。

（１）　業務管理者は、業務全体の総括者となり業務を管理すること。

（２）　従業員の指揮、監督、教育等を行うとともに、職員の融和を図り、良好な職場環境の保持に努めること。

（３）　業務の履行に当たっては、市への連絡及び協議を密接に行うこと。

２　指定管理者は、業務の適正な履行のために必要な従業員を配置するものとし、業務の適正な履行が確保できる人員体制を整えるものとする。

第７　業務の内容

指定管理施設の管理に関し次の業務を行う。

(1) 施設の運営に関すること

　ア　広場の運営に関すること。

　イ　施設の運営状況及び利用状況の把握に関すること。

　ウ　その他施設の運営に関すること。

(2) 施設の管理に関すること

　ア　施設の清掃及び鍵の管理等の日常的な維持管理に関すること。

　イ　機械設備等の日常的な運転管理に関すること。

　ウ　駐車場の管理に関すること。

　エ　火気取締り、戸締り、避難誘導その他事故及び災害の防止に関すること。

　オ　その他施設の管理に必要な事項に関すること。

(3) 設備及び物品の管理

　　施設に付帯する設備及び物品を適正に使用し、消耗品等の補充を行うとともに、必要に応じ、点検、整備すること。

(4) 安全管理

　ア　警備業務

施設及び施設利用者の安全を確保するため、警備防災上必要な警備を行うこと。

　イ　防災業務

利用者の生命、身体及び財産の安全を確保するために、防火管理者の有資格者を常置し、消火、通報、避難誘導を行い、非常事態に対応できる体制を整えていること。
第８　物品の帰属

指定管理者が、指定期間中に市から支払われた委託料又は利用料金の収入で購入した物品のうち、次のものは市の所有とする。ただし、これによりがたい場合には、あらかじめ指定管理者は市の承諾を得なければならない。
１　消耗品

消耗品は、現に使用中の消耗品については市に引き継ぐこととするが、それ以外の物は、指定管理者の所有物とする。

２　備品

備品は、原則として市の所有物とする。このため、指定管理者の所有備品として購入する物は、あらかじめ市と協議のうえ、購入するものとする。

第９　業務に係る報告事項

１　指定管理者は、規定による事業報告書のほか、市が必要と認めた場合は、その指示に従って施設の利用状況等を報告しなければならない。
２　指定管理者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、その都度速やかに市に報告するとともにその指示に従わなければならない。

（１）　施設の一部又は全部を中止する必要が生じたとき。

（２）　災害その他の事故により、施設に係る市の財産が滅失したとき。

（３）　その他業務上、不測の事態が生じたとき。

３　指定管理者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、当該各号に掲げる処置等をしなければならない。

（１）　設備等に異常が発生した場合は、速やかに点検を行い応急措置するとともに、軽微なものは指定管理者の判断で適切に処置し、市に報告すること。

（２）　その他の設備等の異常については、市に連絡し、その指示により処置すること。

（３）　機械設備等の故障、災害等が発生した場合は、指定管理者は適切な処置を講じ、遅滞なく市にその顛末を報告すること。

第10　施設内での災害及び事故が発生した場合等の業務

１　従業員は、施設内において事故が発生した場合は、その程度に応じ臨時の措置をとるとともに、直ちに市に報告し、その指示を受けること。

２　従業員は、施設内において盗難事故が発生した場合、その被害者及び関係者から事情を聴くとともに、直ちに市に報告し、その指示を受けること。

３　従業員は、施設内又は近接地に火災が発生した場合は、直ちに消防署及び市に報告し、その指示を受けること。

４　従業員は、施設内に災害が発生し又は災害の恐れのある場合は、直ちに市に報告し、その指示を受けること。

第11　リスク分担
業務実施に係る責任分担及び経費の負担区分は別添「リスク分担表」のとおりとする。
なお、疑義が生ずる場合は、市と指定管理者両者協議のうえ、負担区分を決定するものとする。
第12　目的外使用
　１　許可の申請に関すること

指定管理者が山村広場内で、施設設置目的外の事業(店舗、自動販売機を設置する　等)を実施する場合には、市長に対し目的外使用許可申請書を提出し、許可を受けること。

２　許可事務に関すること

目的外使用許可に関する事務は、市が行うので指定管理業務には含まれない。

３　経費負担に関すること

目的外使用許可に関する使用料は、市の収入とする。

第13　その他
　 この仕様書に記載のない事項については、市と協議のうえ実施するものとする。
(別添)

リ　ス　ク　分　担　表

	種　別
	内　　　容
	負担者

	
	
	指定管理者
	久慈市

	【指定管理業務実施に係る責任分担】

	管理
	施設の整備・大規模改修
	
	○

	
	小規模修繕（経年劣化等による小規模なもの）
	○
	

	運営
	企画調整、利用指導、案内、警備、苦情対応、市民協働、自然環境保全、利用促進活動等
	○
	

	維持管理
	清掃、施設保守点検、設備等法定点検、補修修繕、安全衛生管理、光熱水費支出等
	○
	

	物品管理
	備品、消耗品の管理
	○
	

	法的管理
	使用の許可
	○
	

	事業
	事業の実施
	○
	

	
	施設の日常的な運営管理と事業を切り離すことが効率的・効果的であると認められる事業の実施

（事業自体を一つの業務と考え、市がこの業務を直営で行うこととした上で業務を委託する。）
	
	○

	災害時対応
	待機連絡体制確保、被害調査・報告、応急措置
	○
	

	市長の行うもの
	使用料の強制徴収（地方自治法231条の3）
	
	○

	
	不服申立てに対する決定（同法第244条の4）
	
	○

	
	行政財産の目的外使用許可（同法第238条の4第7項）
	
	○

	利用料金
	利用料金の徴収、減免
	○
	

	
	利用料金の滞納整理
	○
	

	第三者による施設・設備・資料等の損傷
	管理者として注意義務を怠ったものによるもの
	○
	

	
	上記以外の事由により損傷を受けた場合（小規模なもの）
	○
	

	
	上記以外の場合
	
	○

	第三者への賠償
	管理者としての注意義務を怠ったことにより損害を与えた場合
	○
	

	
	上記以外の理由により損害を与えた場合
	
	○

	セキュリティ
	警備不備による情報漏洩、犯罪発生
	○
	

	事業終了時の費用
	指定管理業務の期間が終了した場合又は期間中途に業務を廃止した場合の事業者の撤収費用
	○
	

	

	種　別
	内　　　容
	負担者

	
	
	指定管理者
	久慈市

	【指定管理者制度以外の制度によるもの】

	使用料
	使用料の徴収
	
	○

	
	　　　〃　　（市から徴収委託されている場合）
	○
	

	
	使用料の減免
	
	○

	
	使用料の滞納処分
	
	○

	【その他外的（業務外）要因によるリスク分担】

	経済情勢の変動
	人件費、物品費等物価変動に伴う経費の増
	○
	

	
	金利の変動に伴う経費の増
	○
	

	法令の変更
	施設管理、運営に影響を及ぼす法令変更
	
	○

	
	指定管理者に影響を及ぼす法令変更
	○
	

	税制度の変更
	施設管理、運営に影響を及ぼす税制変更
	
	○

	
	一般的な税制変更
	○
	

	政治、行政的理由による事業変更
	政治、行政的理由から、施設管理、運営業務の継続に支障が生じた場合、又は業務内容の変更を余儀なくされた場合の経費及びその後の維持管理経費における当該事情による経費負担
	
	○

	不可抗力
	不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、火災、争乱、暴動その他の市又は指定管理者のいずれの責めにも帰すことができない自然的又は人為的な現象）に伴う、施設、設備の修復による経費の増加及び事業履行不能
	
	○

	資金調達
	経費の支払い遅延（市→指定管理者）によって生じた事由
	
	○

	
	経費の支払い遅延（指定管理者→業者）によって生じた事由
	○
	


